
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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１．施策の令和 4年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

・住民税等の非電子化業務の電子化を進めながら番号制度の活用と、研修・研究会等による職員の資質向上を図り、課税客

体が正確に捕捉され効率的で法に則った適正な課税を継続することにより、市民の信頼性と利便性の向上を図り、安定した

行財政基盤としての市税を確保します。

・番号制度を適正に運用しながら、マイナンバーカード利用による税務証明書の庁外交付の研究を進めます。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮

ら

し

電子申告等の利用率

1 59 61 63 65 65 Ａ
％ 56.8

65.9 72.8 75 76.3 76.3 237.8

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度
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地方税電子申告システムによる法人申告書受付割合
1

63 66 69 72 73 74
％

66.4 66.7 68.9 71.8 - -



針についての達成（実現）状況
Ｂ 概ね達成した

Ｂ 概ね達成した

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての令和 4年度までの取り組み状況を分析する

・住民税の電子化の取り組みとして、給

政

与支払報告書の電子化

 

システムを運用しまし

 

た。

・一部の税務証明

 

書について、オンライ

 

ン申請による交付を開

策

始しました。

(２) 

:

基本計画内の取り組み

基

と方針のうち、令和 

本

4年度の重点課題の達

施

成（実現）状況

【重点

策

課題】

・省力化と正確

:

性を図るため、業務の

施

電子化を更に進めます

 

。

【重点課題に対する

 

達成状況】

・国税との

 

データ連携の推進に取

 

り組みました。

３．施

策

策の実現に向けての令

:

和 4年度実施後での

施

変化を認識する

・地方

策

税法の改正などにより

担

、毎年のように行われ

当

る税制改正について、

職

納税者への丁寧な説明

・

が求められています。

氏

・基本施策達成のため

名

、引き続き同一内容の

(

施策の実施が必要であ

１

ることから、見直しの

)

必要はありません。

(

 

１) 令和 6年度方

施

針策定に際し、今後の

策

方向性や引継課題

・自

目

治体システム標準化が

標

進められることとなっ

の

ており、計画的な対応

達

が必要です。

成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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23,259 22,279 △4.2


